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• 「国家安全保障戦略」(2022)：テクノロジーを地政学的競争、国家安全保障、経済、民主主義の未来にとって重要であると位置づけ、
研究開発、STEM人材獲得が優先事項であることを示す。インド太平洋と欧州の同盟国やパートナーとの連携重視に加え、気候変動、
食糧不安、伝染病等の共通課題に対応するためには、地政学的ライバルを含め、共通の課題に取り組むために建設的に協力しようとす
るいかなる国とも協力すると言及。

• 「半導体・科学法」(2022)：半導体など国内の重要技術保護、重要技術研究開発促進、研究セキュリティ強化。
• 「重要・新興技術リスト」(2024更新)：保護と促進の観点からの米のリーダーシップを維持するための技術リスト。

• 「経済安全保障戦略」(2023)：①Promoting（競争力を高める）②Protecting:経済安全保障上のリスクから守る、③

Partnering：経済安全保障上の懸念や利益を共有する可能な限り幅広い国々と連携の３つを優先事項とし、EUの経済基盤と競争力の
促進し、経済安全保障上のリスクから保護し、同盟国との連携を促す枠組み。EU域内への外国投資の審査改善、輸出管理強化、特定
技術の潜在的リスク特定、軍民両用技術の研究開発強化することで、デリスキング（リスク軽減）を目指す。急速に進展する科学技術
と安全保障上のリスクへの対応から2021年に輸出管理規制の改定。

• 「研究・イノベーションへのグローバルアプローチ」(2021)：EUの自律性・競争力・知的財産・安全保障を重視し、個別国・地域と

の研究・イノベーションに関する協力方針を示す。

• 「統合レビュー」(2023)：競争的、流動的な国際環境に対応するため、安定した国際秩序の形成、抑止・防衛・競争力の確保等を示
す。科学技術による利益を認識しつつ、国家間競争にも繋がると言及。科学技術大国としての地位確保のため、研究開発、人材誘致強
化を示す。世界中の同盟国やパートナーとの関係を深め、より迅速かつ機敏に行動することの重要性を強調。気候変動などの一部の国
際的な課題には、英国と同じ価値観を共有していない国々を含む他の国々とも協力と言及

• 「国際技術戦略」（2023）：戦略的優先優先事項、優先技術、優先アクションを提示。

⚫ 国際環境の変化（米中対立、ロシアのウクライナ侵攻等）、地球規模課題（気候変動、感染症等）の深刻
化、新興技術（AI、量子、半導体、バイオ等）の急速な発展への対応に伴い、国家安全保障、経済安全保
障、外交、競争力確保等の観点からも、科学技術イノベーションの重要性が高まっている。各国では、国
家安全保障戦略等でも科学技術に言及。

⚫ 推進・保護・国際協調による科学技術の拡大・深化を目指す。また国際協調にあたっては、価値を共有す
る国との戦略的な連携と、地球規模課題対応のための全世界との連携を両輪で進める動き。

国際環境の変化に伴う科学技術の位置づけの変化
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◼ 主要国・地域（中国、EU、米国等）におけるSTI政策の観点：
1. 保護 Protection：輸出規制などの規制政策、サプライチェーンの多様化対策などを通じ、技術の

流れを制限し、依存リスクを低減。
2. 促進 Promotion：包括的なイノベーション政策、ミッション志向のイノベーション政策、国家産

業戦略などを通じた、国内のイノベーション能力およびパフォーマンスの向上。
3. 投射 Projection：国際的な技術提携や国際標準化団体への積極的な参加などを通じた、国際的な

STI 連携の拡大・深化。

◼ STIのレジリエンス機能の強化、STI 政策と国際協力の方向性の明確化が重要：
• 各国政府は、問題を省庁横断的に扱い、問題ごとに調整する必要。
• 一律の対策を避け、ケース・バイ・ケースで戦略的競争を吟味・対応すべき。
• 激動する不確実な環境の中で十分な情報に基づいた意思決定を行うために、ホライゾンキャニング、先見性、技術評価、評価等の

「戦略的インテリジェンス」が必要。
• 非効率的な「補助金競争」の事態を避けるため志を同じくする政府が協調して対応すべき。

⚫ 科学技術政策委員会（CSTP）が2年ごとに発表する基幹報告”OECD STI Outlook ”の2023年版にて
STI 政策の「安全保障化（securitisation）*」を指摘。

⚫ 新しいSTI政策のフレームワークとして「技術主権（technological sovereignty）」や「戦略的自律性（strategic 
autonomy）」の登場を指摘

*安全保障問題として捉えられてこなかった政策課題（気候変動、移民、食糧、エネルギー、新興技術等）も安全保障問題として捉えるようになること
出典：OECD「Science, Technology and Innovation Outlook 2023」https://www.oecd.org/sti/oecd-science-technology-and-innovation-outlook-25186167.htm

OECDの新コンセプト - STI 政策の「安全保障化」
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QUAD

AUKUS

IPEF

インドネシア、韓国

G7（広島サミット2023.5）
• 広島AIプロセスを開始、国際頭脳循環の重要性を合意
G20（ニューデリーサミット2023.9）
• 首席科学顧問ラウンドテーブル・科学担当大臣会合の結果を採択
QUAD
• 重要技術サプライチェーン原則発表（2022.5）
• クアッド・フェローシップ開始（2022.5）ASEAN諸国に対象拡大（2024.1）
• 「AI×農業」共同研究合意（2023.5）
IPEF
• サプライチェーン協定署名、クリーンエネルギー分野協力合意（2023.11）
AUKUS
• 先端技術の開発で日本との協力を検討（2024.4）

国際枠組みの活性化

G7

アルゼンチン、ブラジル、
中国、メキシコ、ロシア、
サウジアラビア、南アフリカ、
トルコ、アフリカ連合

ブルネイ、フィジー、マレーシア、
フィリピン、タイ、シンガポール、
ベトナム、NZ

G20

OECDの影響力・プレゼンスの向上

G20やG7との関係強化や、従来のEUに加え、米国や英国が積極的に関与

CSTP（科学技術政策委員会）閣僚級会合（2024.4）
議長国 ：フランス
副議長国：オーストリア、コロンビア、韓国、ノルウェー、スペイン、スイス
主な成果物：
• 大臣宣言（Declaration on Transformative Science, Technology and

Innovation Policies for a Sustainable and Inclusive Future）：変革的な科
学技術政策の必要性、国際協力と技術ガバナンスにおける共通価値・原則の強化、
科学技術イノベーションの包摂性促進、戦略・政策立案のためのエビデンスベース
の強化が盛り込まれた。

• 変革的なSTI政策のためのアジェンダ（OECD Agenda for Transformative 
Science, Technology, and Innovation Policies）：社会的、経済的、環境的課
題への対処に向けた必要な政策転換に資する包括的な政策枠組として、3つの目標、
6つのSTI政策の方向性、10の政策分野を特定。

• 新興技術の先見的なガバナンス枠組み（OECD Framework for Anticipatory 
Governance of Emerging Technologies）：新興技術の先見的ガバナンスのた
めに必要な5つの要素を整理。

MCM（閣僚級理事会）（2024.5）
議長国：日本（岸田総理大臣、上川外務大臣、新藤経済財政担当大臣及び森屋内閣官房
副長官が出席）
• 「変化の流れの共創」のテーマの下、10年ぶり3回目となる議長国を務め、多国間で

の協力を通じ国際社会が直面する危機を乗り越えられるよう議論をリード。
• アルゼンチン及びインドネシアのOECD加盟プロセスのためのロードマップの採択、

OECDインド太平洋戦略枠組みの実施計画、並びに、G7、G20、APEC、ASEANお
よび国連など、国際的なプロセスへのOECDの取り組みと支援を歓迎。

• 生成AIに関するサイドイベントにて、49か国・地域の参加を得て、広島AIプロセス
の精神に賛同する国々の自発的な枠組みである「広島AIプロセスフレンズグルー
プ」を立ち上げを宣言。

STI分野に関係する国際枠組みの動向
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STIを基軸とした欧米の協力体制がさらに深化

グローバル課題等について中国との戦略的協力が進展

• 貿易・技術評議会設置（2021.6）：半導体サ
プライチェーン、AI技術標準化等で協力推進

• 科学技術協力の共同諮問会合開催
（2022.10）

• バイデン大統領とスナク首相の会談の成果と
して「大西洋宣言行動計画（ADAPT）」 発
表（2023.6）：重要・新興技術、技術保護と
経済安全保障等5分野で協力

• EUのHorizon Europeへの英国の参加に関し政
治的合意（2023.9）（2024.1発効）

• 共同研究を支援する協定に署名（2022.4）
「食品、農業、バイオテクノロジー」、「気
候変動と生物多様性」の2分野で協力

• 首脳会談の開催（2023.11）
気候変動対策、AIに関する政府間協議、科学技術
協力協定の延長協議、教育分野等で協力合意
• 首脳会談（電話）の開催（2024.4）
AI関連リスクに対処するための協議、気候変動や
人的交流に関する継続的な取り組みなどの進捗を
確認

×

×

×

×

×

欧米とグローバルサウス（ASEAN・インド）の連携事例

×

×

×

• 第10回米国・ASEAN首脳会議で、既存の関係を格上げした
「ASEAN･米国包括的戦略的パートナーシップ」が発足
（2022.11）協力分野は、①COVID-19対策・ヘルスセキュ
リティ、②経済関係と連結性、③海洋協力、④人的連結性、
⑤サブリージョン開発、⑥技術・イノベーション、⑦気候変
動対応

• 第11回米国・ASEAN首脳会議で2024年開設を目指してアセ
アンセンター（ASEAN-U.S. Centre）をワシントンDCに創
設に合意（2023.9）

• 国際科学パートナーシップ基金（2億1,800万ポンド相当）
を設立（2024.1英国政府発表）知識と研究インフラを共有。
強力な外交関係を築き、グローバル・スタンダードと価値観
を推進し、機動力のある人材育成を実施。最初に同基金をマ
レーシアで導入し、レジリエントな地球環境、健康医療、革
新的技術、次世代人材育成などをテーマにプログラムを展開
すると発表。

• バイデン大統領とモディ首相は両国の政府、企業、学術機関
の間で戦略的技術パートナーシップと防衛産業協力を向上・
拡大するための「重要・新興技術に関する米印イニシアティ
ブ（iCET）」を発表。2023年1月に正式開始（2022.5）対
象分野の一つとしてSTEM（科学、技術、工学、数学）人材
に焦点を当て、両国の大学間の連携等を推進

STI分野に関係する主要国・地域の国際連携動向
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関連する主な動向

• 2020年、外国籍の研究者に積極的に研究や教育に携わってもらい、研究力を高めることを目的として外国籍の研究者を最大３年間、
国内の公的研究機関などに受け入れるための研究滞在資格制度を開始（法的な滞在資格）受入れ対象は「フランス国内外を問わず
高等研究機関に所属し、博士号取得を準備している外国籍の学生」、または「博士号をすでに取得している外国籍の研究者」

• 基礎研究機関であるマックスプランク研究所ではポスドクの約6割、所長の3割が外国籍（2022末時点）

• 大学院研究力向上プログラム(エクセレンス・イニシアティブ 2006年～)でも大学への外国籍研究者の招致を盛んに実施
• 2018年に策定したAI戦略に基づきAI分野教授ポストを100名創出。2020年に同ポストに内外問わず招致する方針をAI戦略に追加

し、2022年にポストが埋まったと発表。外国籍の研究者がかなり採用された模様

• 科学者・研究者を優先する「グローバル・タレント・ビザ」を導入(2020.2)
• 「統合レビュー」を受けて内務省（入国管理局）は、国際的に主要なイノベーション拠点の構築を目指し、国外からの優秀人材獲

得に資する「世界有力大学の卒業生に対し就労ビザを優遇措置」を開始(2022.5) ハーバード大、マサチューセッツ工科大(MIT)、
北京大など37大学（日本からは東大、京大）

• 国土安全保障省（DHS）：滞在期間の特例が適用される専攻分野を拡大。優秀なSTEM人材に対して永住権取得を優遇（2022.1）
• 国家科学技術会議（NSTC）：「国際科学技術協力に関する報告書」にて「STEM人材の獲得・保持のために、低所得・中所得国の

学生を米国に惹きつける支援メカニズムが必要」と提言（2022.9）
• 「国家安全保障戦略」：「同盟国・パートナー国と協力し、重要新興技術を確保し、基盤技術構築を目指すとともに、戦略的技術

優位性の確保のため、国際的な科学人材の獲得と維持が優先事項である」としている(2022.10)

• 優秀な海外人材の受入れ促進に向けた在留資格枠組みを新設
✓ 世界有力大学の卒業生に最長2年の滞在を認め、日本での就労を促進
✓ 修士号を持つ年収2000万円以上の研究者等に対し、滞在1年で日本の永住権を得られるなどの優遇措置

• 国際共同研究および若手研究者の人材育成を強化
✓ 約500億円規模の大型基金を創設し、先進国との大規模な国際共同研究を戦略的・機動的に推進するとともに、若手研究者の国

際交流を促進。また150億円規模のASEANとのSTI連携のための基金も追加。

⚫ 優秀な人材がその国の科学技術、産業競争力、安全保障のカギを握るという認識の下、国外からの人材獲得を戦略的に
加速する動きが進行

人材獲得競争と国際頭脳循環
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⚫ 研究インテグリティ・研究セキュリティの強化が問われる今時、関連文書の中でも改めて研究の開放性の重要性が確認されている。

国家安全保障決定指令189号（NSDD-
189）(1989)

• 「科学力の強さのためには、創造性を確保できる研究環境が必要で、それは自由にアイディアを交換できる環境の確
保」と言及し、基盤的研究の開放性の重要性確認。

JASON報告書
「基盤的研究の安全保障」(2019)

• 基盤的研究の開放性を確保することは、世界最高の人材を引き付け、国家の科学技術の優位性を継続することに繋が
るとの認識の上、外国の影響による研究のセキュリティ侵害に対して、利益相反・責務相反の情報開示等を提言。

「国家安全保障大統領覚書第33号
(NSPM-33)」(2021)

• 米国の研究開発機関のオープンで協調的な性質が、米国のイノベーション、科学技術のリーダーシップ、経済競争力、
国家安全保障を支える。オープンな環境を維持する一方で、研究セキュリティ確保を各省庁に指示。

「Trusted Research Guidance for 
Academia」（2019）

• 研究における潜在的リスクを説明しつつ、研究の国際関係の発展・維持が英国の研究とイノベーション成功の鍵であ
る、と説明。

「国際化の下でのセキュリティ関連リ
スク管理ガイドライン」(2020)

• 序文で英国の研究・イノベーシ ョン部門の継続的な成功には、国際的なパートナーとの連携が不可欠としつつ、国
際的な戦略的競争、政治的分極化から大学が自らを守るためのリスク管理に関する一連の対策と措置を整理。

内務省「教育と研究に対する外国から
の干渉への対抗」

• 豪州の大学が継続的に世界クラスの研究を生み出していくには国際的な協力とオープンさが不可欠であるとしつつ、
外国からの干渉の危険さらされているとして、デューデリジェンス、リスク管理等の助言提示。

UFIT「豪大学部門に対する外国の干渉
に対抗するためのガイドライン」

• 豪州の大学の世界的な研究業績は国際化と開放性に基づく。大学の自治、学問の自由を基盤とする国際的連携は世界
中の優秀な頭脳との知識の共有と発展を促進すると言及。

加政府「Safeguarding Your 
Research」（2020）

• 科学の可能性を広げ複雑な経済的および社会的課題に対処するには、オープンで共同研究が不可欠であると言及。カ
ナダ政府は、研究開発を含むイノベーションの原動力として「オープンサイエンス」の重要性を認識。

加政府「国際研究協力に対する国家安
全保障ガイドライン」（2022）

• 外国干渉による国家安全保障・研究インテグリティリスクの特定と軽減の必要性を提示。学問の自由と機関の自律性
の原則に基づいた国内および国際的な連携が、オープンで共同的な学術研究にとって不可欠であると説明。

欧州委Global Approach to Research 
and Innovation（2021）

• 開放性と学問の自由といった基本的価値を重視するとともに、自律性・競争力・知的財産・安全保障といったEUの
戦略的利益も重視し、そうしたEUの価値観・利益に基づき国際協力相手や内容を選んでいく。

欧州委「Tackling R&I foreign 
interference」（2022）

• ガイドラインは学問の自由、誠実さ、機関自治を含む基本的価値を守り、研究コミュニティ、研究成果及び資産の保
護を支援を目的。可能な限りオープンで必要な限りにおいてクローズドな国際的な共同研究を促進する。

ドイツ大学学長会議「大学の国際連携
における指針と規準」(2020)

• 研究と学問の自由を基本原則とした上で科学的な発見や真理を追求し、政治的なイデオロギーや学外からの不当な影
響を回避。

連邦教育研究省「ポジションペーパー: 
研究セキュリティ」(2024)

• ドイツの研究セキュリティを強化するための3つの柱を提示。本ペーパー内で、研究の自由の担保、アカデミアの自
律的な規制、オープン/クローズのバランスを保つことが言及される。

諸外国における研究の「開放性」の重要性の確認
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• 米国通商代表部「技術移転、知的財産、イノベーションの中国の法律、
政策、慣行に関する報告書」(2018)、大統領府「アメリカと世界の技
術と知的財産権を脅かす中国の経済侵略」(2018)、DIU「中国の技術
移転戦略」(2018)等で中国が米国の先端技術を合法・非合法で入手し
軍事利用の懸念が指摘。

• DHS「中国の脅威に対応するための戦略的行動計画」(2022)

• 議会安全保障情報委員会報告書「中国」(2023)：中国人研究者・留学
生への監視を通じた学術機関への影響、知財・汎用技術・新興技術へ
のアクセスと軍事利用の懸念を示した。

• 国家セキュリティ保護局ウェブサイト「Threat Information」
(2023)：国家の脅威の一つとしてSTEM分野、汎用技術、新興技術等
の学術研究を通じた国家主体の技術・軍事能力向上を示した。

• 豪連邦議会「Inquiry into national security risks affecting the 
Australian higher education and research sector」（2022）：高
等教育機関や研究機関が直面するサイバー上でのスパイ活動、外国か
らの干渉、外国勢力のための情報盗取、意思決定への影響を報告。

• オーストラリア戦略政策研究所（ASPI）「Chinese Defence
Universities Tracker」(2019)：多くの中国の大学が防衛研究、防衛
科学者の育成、軍との協力があること、防衛産業複合企業との連携を
行っていることを指摘。

• カナダ安全保障情報局「Annual Report 2019」:「学術機関への干
渉」として、大学等高等教育機関のキャンパスにおける敵対的な意図
を持つスパイ活動、知財の窃盗のほか、機関内での公開討論などの世
論に影響について警鐘を鳴らす。

• 欧州委員会「EU-中国の戦略展望(EU-China Strategic Outlook)」
（2019）において中国を中心とした外国からの干渉全般に関する課
題を検討。

• 欧州委員会「高等教育機関・研究機関における外国の干渉に対処する
ためのコンセプトノート」（2020）

• ドイツ大学学長会議(HRK)「中華人民共和国との国際連携に関する指
針」（2020）:中国との良好な関係を維持しながら、連携協力のチャ
ンスとリスクを詳らかにし、著しい不均衡や財政的な依存関係の是正
を求める

• 連邦政府「中国戦略」(2024)：中国をパートナーであり、競争相手で
あり、かつ体制のライバルであると位置づけ対中関係のリスク回避
(de-risking)を進める。

• ドイツ学術交流会(DAAD)「中国のアカデミアとの交流に向けた指
針」(2024) ：①自らの利益を意識し(interest-orientated)、②リス
クを理解し (risk-reflective)、③中国に対するコンピテンシを高め
(competence-based)交流を推奨

◼ 各国が示した懸念

◼ オープンな研究システムの不当利用
2010年代からオープンな研究システムに対する外国からの不当な影響・干渉として以下のような行為が認識される

○大学研究者のリクルート活動（高額の報酬や研究費の提供） ○留学生による技術情報の収集、技術流出 ○サイバーセキュリティ攻撃
○技術情報の悪用、乱用 ○大学機関の意思決定者への政治的圧力（人員配置、金銭的支援）

オープンな研究システムの不当な利用



我が国の状況



国際連携の重要性

（注） Article, Reviewを分析対象とし、整数カウント法により分析。単年である。 P35
クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2022年末バージョン)を基に、科学技術・学術
政策研究所が集計。

国際共著論文数の推移（件）

➢ 国際共著論文数の増加等に見られるように、 させている。

➢ 我が国にとっても、競争力を維持・強化し、存在感を発揮するためには、
。
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TOP10%論文における
国内論文数と国際共著論文数

出典：村上 昭義, 西川 開, 伊神 正貫 「科学研究のベンチマーキング 2023」，
NISTEP RESEARCH MATERIAL，No. 329，文部科学省科学技術・学
術政策研究所．DOI: https://doi.org/10.15108/rm329



国際共同研究相手としての日本の位置づけ
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➢ 主要国の国際共著相手を見ると、日本の位置づけの低下傾向が見られる。例えば、米国の全分野において
国際共著相手の順位が低下している。

注：
整数カウント法による。矢印始点●の位置は、2009-2011 年の日本のランクである。矢印先端が 2019-2021 年の日本のランクであ
る。シェアは、米国における国際共著論文に占める当該国・地域の割合を指す。
クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2022 年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。

(出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学研究のベンチマーキング 2023、調査資料-329、2023年8月

米国における主要な国際共著相手国・地域の上位 10 位 (2019-2021 年、％)



研究人材の流動性や留学生の状況
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➢ 米国、欧州、中国が国際的な研究ネットワークの中核に位置している。我が国は国際的な研究ネットワークの中核
になっておらず、中核との連携が相対的に弱い。

➢ 米国や英国は、多くの留学生を受け入れている。一方、我が国は受け入れも送り出しも多いとは言いがたい。

➢ コロナ前には、世界の留学生数は大幅に増加（2000年に160万人→2020年に約560万人）

研究者の国際的な流動性

注：
1) ISCED2011におけるレベル5～8（日本でいうところの「大学等」に加えて専修学校が含まれる）に該当する学生を対象としている。
2) 外国人学生とは、受入国・地域の国籍を持たない学生を指す。
3) 中国には香港も含む。
4) 中国が受入国・地域となっている外国人学生については、出身国・地域の情報がないため、「分類無・その他」となっている。このため、例えば、日本から中国に留学
している者も「分類無・その他」になっている。なお、中国教育部の2019年4月12日付けの発表によると
(http://www.moe.gov.cn/jyb_xwfb/gzdt_gzdt/s5987/201904/t20190412_377692.html, 2019年6月12日アクセス)、中国(香港、マカオ、台
湾は含まない)の高等教育機関(1,004機関)における留学生のうち日本の数は14,230人(2018年)である。
資料：OECD, “Education at Glance 2021”を基に科学技術・学術政策研究所が作成。

(出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学技術指標2023、調査資料-328、2023年8月

高等教育段階における外国人学生の
出身国・地域と受入国・地域（2019年）



日本と米国における外国人大学院生
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➢ 我が国では、中国が最も多く、次いでインドネシア、10位以内に欧米諸国はなく、全てアジアの国・地域が
占めている。 また、1位と2位以降に大きな差がある。

➢ 米国では、中国とインドが多い。日本ほど1位と2位に大きな差はない。

注：
1) 日本の場合の外国人とは、日本国籍を持たない者。2012年7
月に新しい在留管理制度が導入されたことにより、中国と台湾の学
生を分けて集計している。
2) 米国の場合の外国人とは、米国国籍を持たない者。フランス、ド
イツ、英国は2020年値が掲載されていないため、フランス、ドイツは
2019年、英国は2018年の順位を示した。2015年の値は入手で
きなかった。
資料：
日本：文部科学省、「学校基本調査報告書」
米国：NSF，“Science and Engineering Indicators 
2006,2008,2010,2012,2014,2016”, “Science and 
Engineering Indicators: Higher Education in Science 
and Engineering” 
(https://ncses.nsf.gov/pubs/nsb20223/data#table-
block, 2023年3月13日アクセス)

(出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学技術指
標2023、調査資料-328、2023年8月

日本：自然科学分野

米国：科学工学分野



QS世界大学ランキング上位校における外国人教員・留学生（大学院生）の状況
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➢ QS世界大学ランキング上位校における外国人教員の割合は、米英で５割程度である中、日本は１割未満
に留まっている。なお、シンガポールでは、６割程度。

米国

マサチューセッツ工科大学 スタンフォード大学

外国人教員割合：55％
留学生（大学院）割合：44％
QSランキング：１位

外国人教員割合：50％
留学生（大学院）割合：30％
QSランキング：５位

英国

ケンブリッジ大学 オックスフォード大学

外国人教員割合：52％
留学生（大学院）割合：60％
QSランキング：２位

外国人教員割合：44％
留学生（大学院）割合：65％
QSランキング：３位

シンガポール

シンガポール国立大学 南洋理工大学

外国人教員割合：64％
留学生（大学院）割合：75％
QSランキング：８位

外国人教員割合：64％
留学生（大学院）割合：74％
QSランキング：26位

日本

東京大学 京都大学

外国人教員割合：７％
留学生（大学院）割合：28％
QSランキング：28位

外国人教員割合：10％
留学生（大学院）割合：26％
QSランキング：46位

出典：QS World University Ranking 2024より作成



人材に関する競争力の国際比較
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出典：第６回「教育未来創造会議」（令和5年4月）参考データ集

➢ 国際経営開発研究所（IMD）の世界人材力ランキングでは、日本は38位。

➢ OECDの国際人数誘致ランキングでは、日本は25位。



参考



令和4年度第2次補正予算 11,000百万円

科研費・国際先導研究（国際共同研究加速基金）

1,950百万円（1,878百万円）

320百万円（ 320百万円）

⚫我が国の優れた科学技術と政府開発
援助（ODA）との連携により、開発
途上国のニーズに基づき、地球規模課
題の解決と将来的な社会実装につな
がる国際共同研究を推進。

地球規模課題対応国際科学技術
協力プログラム（SATREPS）

⚫ 政府主導で設定する先端分野における欧米等先進国と
の戦略的な国際共同研究を両国FAが協働しつつ支援
し、スタートアップへの波及も含めたイノベーションを創出。

⚫ 国際トップサークルへの我が国研究者の参入を促進すると
ともに、今後の参画・連携の土台作りに貢献。

⚫ トップレベル研究者同士のハイレベルな国際共同研究の支援と若手研究者の育成を推進。
⚫ 人文学・社会科学から自然科学まで全ての分野において、トップレベル研究者間の主体的なネットワークにより、世界水準の学術研究成果を創出。

①両国のFAが協働し研究者同士が強くコミットした
共同研究の推進、②政策に繋がる情報へのアクセス、
③国内外の優秀な人材の育成・確保、を実現

426百万円（426百万円）

⚫学術コミュニティの発意を受けて実施する諸外国
学術振興機関とのマッチングファンド方式により国
際共同研究を推進。

新
興
国
・
途
上
国

先
進
国

トップダウン（国・FA主導）

ボトムアップ（研究者の発意）

令和4年度第2次補正予算 50,050百万円

JST  :44,000百万円
AMED: 6,050百万円

先端国際共同研究推進事業／プログラム

国際共同研究事業

7,726百万円（7,704百万円 ）

グローバルに活躍する若手研究者の育成等

⚫ 国際的な頭脳循環の進展を踏まえ、我が国において優秀な人材を育成・確保するため、若手研究者に対する海外研さん機会の提供や諸外国
の優秀な研究者の招へい等を実施する。諸外国の科学技術分野での若手人材の招へいと交流を推進。

1,057百万円（1,073百万円）

316百万円（ 286百万円）

⚫多様な研究内容・体制に対応するタイ
プを設け、新興国との共同研究や多国
間共同研究など、相手国・地域のポテ
ンシャル、協力分野、研究フェーズに応
じて最適な協力形態を組み、相手国と
の合意に基づく国際共同研究を推進。

戦略的国際共同研究
プログラム（SICORP）

トップダウンとボトムアップの両輪の観点から国際頭脳循環・国際共同研究
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先端国際共同研究推進事業／プログラム（ASPIRE）

背景・課題

◼ 高い科学技術水準を有する欧米等先進国を対象として、政府主導で設定する先端分
野における研究開発成果創出を目的とする大型国際共同研究に十分な予算を担保。

◼ 両国のファンディングエージェンシーが協働しつつ、課題単価や支援時期等を柔軟に設定
することで、より戦略的・機動的に国際共同研究を支援できるよう基金を造成。

◼ 上記の国際共同研究を通じ、国際科学トップサークルへの日本人研究者の参入を促
進するとともに、両国の優秀な若手研究者の交流・コネクションの強化も図ることで国際
頭脳循環を推進し、長期的な連携ネットワークの構築に貢献。

支援内容

支援分野 内閣府主導の下で設定した先端分野

支援規模 最大100百万円／年・課題程度

支援期間 原則５年

支援対象
原則、各国の有力資金配分機関から十分な研究資金を得ている各
国トップ研究者との連携を希望する日本側研究者チーム

（基本スキーム例：共同公募（Joint-Call））

事業概要

◼ 我が国は、国際共同研究の相手国として、欧米等先進国から高い期待を向けられている。近年の地政学的変化を受け、この期待はますます高まっているところ。
◼ 一方、国際共著論文数が諸外国と比べて相対的に低下、研究者交流の停滞など、現在、世界の国際頭脳循環のネットワークの中に入っていない。
◼ 大きな要因として、以下２点がネガティブに連動。

①既存の国際共同研究の枠組みの規模・支援期間が十分ではなく（”too little, too late”との評価が定着）、欧米等先進国が実施する規模の国際共
同研究には対応できていない。

②日本人研究者の国際科学トップサークルからの脱落、若手人材の育成機会の損失が生じている。

アウトプット(活動目標) アウトカム(成果目標) インパクト(国民・社会への影響)

・世界トップレベルの研究成果の創出
・次世代のトップ研究者の輩出
・国際頭脳循環の推進

・日本の相対的な研究力低下の傾向に
歯止めをかけ、国際競争力を確実に高めること
が期待できる。

・国際共同研究の抜本的強化
・若手研究者の交流・コネクションの強化
・日本人研究者の国際科学トップサークルへの参画

【支援のスキーム】

補助金 委託基金

文科省 大学・国立研究開発
法人等

JST

AMED

令和4年度第2次補正予算額 501億円
（JST：440億円 AMED：61億円）

※このほか、令和5年度予算にて基金補助金
として１億円を計上。
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○ ASEAN諸国とは、これまで長年にわたり国際共同研究や研究人材交流を行ってきたところ。

○ これまでの取組を基盤としつつ、国際共同研究、人材交流・育成など、幅広い取り組みを通じ、持続可能な研究協力関係をさらに強化。

日ASEAN科学技術・イノベーション協働連携

○ 我が国とASEANは友好協力50周年を迎え、次の50年に向け、真の友人として「心と心の触れあう」相互信頼関係をさらに強化する、またと
ない機会。

○ 近年、ASEAN諸国の成長は目覚ましく、また、地政学的な重要度も上昇。日ASEAN間の関係強化がより一層重要に。

○ これまで、科学技術分野では、長年にわたり共同研究や人材交流を中心に積み上げてきた実績が存在。これらを礎にしつつ、重層的な協力

関係をさらに強化し、新たなイノベーションを共創していく関係へと発展させる。

【基本スキーム例】

◆ASEAN諸国の科学技術力等を踏まえつつ、相手国ニーズに応じた柔軟
かつ重層的な取り組みを基金により支援。

◆具体的には、以下の取り組みを想定。

✓ 国際共同研究：共通重点課題での共同研究、共通社会課題
の解決や研究成果の社会実装に向けた取り組み

✓ 人材交流・育成：高校生を含む若手人材の交流・育成

✓ 拠点：既存拠点の体制・機能強化を含めた科学技術分野での
協力の拠点を形成

【事業スキーム】

事業規模 数千万～1億円/年・課題程度

ASEAN諸国の多様性を最大限活かしてそれぞれの国の強みを発揮しつつ、日ASEAN 双方の強みをあわせ、双方の課題に取り組み、双方の
期待に応え、共創するパートナーとして共に成長。

事業実施期間 5年程度

（担当：科学技術・学術政策局参事官（国際戦略担当）付）

※具体の取組内容については、相手国ニーズや社会情勢を踏まえ個別に検討

令和5年度補正予算額 146億円

※このほか同基金に内閣官房が進めるグローバル・スタートアップ・キャンパス

構想関連事業に係る570億円を計上。

※本事業はJSTの先端国際共同研究推進基金に計上。

現状・課題

事業内容

支援スキーム
文科省

国立研究開発法

人科学技術振興

機構（JST）

大学
国立研究開発法人等

補助金 委託基金

成果・インパクト
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⃝SICORPにおいて、マルチ枠組みによる多国間共同研究や、新興国との相手国・地域のポテンシャルに応じた共同研究を推進。
（令和5年6月、統合イノベーション戦略2023）

⃝先端重要分野における戦略的な⼆国間、多国間のwin-win の協力・連携や、成果の社会実装も見据えた産学国際共同研究等に対する支援の抜本的強化、
「STI for SDGs」活動の国際展開等の促進を通じて、科学技術外交の戦略的な展開を図る。（令和3年3月、第6期科学技術・イノベーション基本計画）

○ 多様な研究内容・体制に対応するタイプを設け、相手国・地域のポテンシャル、協力分野、研究フェーズに応じて最適な協力形態を組み、相手国
との合意に基づく国際共同研究を推進。これまで42か国とのjoint call構築の協力関係（現29か国と協力中）。

コンソーシアム共同研究タイプ（30百万円~50百万円）３～５年間
■ 各国が複合的なチームを構成して実施する大型の共同研究
（若手含む複数の研究者の雇用、研究設備購入、本格的実験等）

コアチーム共同研究タイプ（10百万円~30百万円）１～３年間
■ 各国が１～２チームで実施する中型の共同研究
（若手研究者の雇用、研究設備購入、実験等）

飛躍的

発展

発展

国際協力加速タイプ（5百万円~10百万円）１～３年間
■ 相応の基盤を有する研究の加速
（予備的実験、実験手法の共有、データの検証、研究打合せ等）

国際共同研究拠点タイプ（50百万円~１億円）５年間、評価により10年間
■ 科学技術上重要な国・地域において、国際協力によるオープンイノベーション

拠点となる研究拠点を相手国に形成し、我が国の「顔の見える」持続的な
研究協力を推進（研究者、社会実装コーディネーターの常駐、相手国からの
研究拠点スペースの供与 等）

発展

令和6年度予算額 11億円
（前年度予算額 11億円）
※運営費交付金中の推計額

戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）

日本－ブラジル共同研究「バイオテクノロジー／バイオエネルギー」
日本-スウェーデン国際産学連携「高齢者のための地域共同体の設計やサービス
に関する革新的な対応策」(平成30年度採択)

➢ 新興国の中でもバイオエネルギー/バイオテクノロジー分野の研
究が特に進むブラジルと平成26年8月にMoC締結後、連携に
向けての調整が続いていたが、MoC再締結をきっかけにバイオエ
ネルギーや作物改良のバイオテクノロジー応用技術の進展を目
的として公募を開始した。

➢ ブラジル サンパウロ州研究財団 (FAPESP) と国際共同研究3
課題を令和5年度より支援中。

科学技術外交強化を通じた諸外国との関係構築

協力形態
対象機関：大学、公的研究機関、民間企業等
支 援 額：5百万円～1億円/課題・年
事業期間：平成21年度～
支援期間：３年間
件 数：31か国97件（令和4年度）

事業スキーム

イ
メ
ー
ジ
図

ポイント

既存の多国間の協力枠組みによる継続的な連携強化
〔想定例〕

欧州 EIG CONCERT-Japan(日+欧州12か国)

東アジア e-ASIA（日+14か国）
アフリカ AJ-CORE（日＋アフリカ諸国、南アフリカが主）
先進国＋途上国 STAND（日＋先進国＋途上国）

◆ マルチ枠組による多国間や新興国との
共同研究を一層強化し、科学技術外交
の戦略的な展開を図る。

EIG CONCERT-Japan「レジリエント、安全、セキュアな社
会のためのICT」（令和2年度採択課題）

➢ スペイン、トルコ、フランスとの共同研究により、インターネット上の認証プロ
トコル（セキュリティプロトコル）のデファクトスタンダードとして利用されてい
るTLS1.2が所望のセキュリティ要件を満たすことを形式検証（定理証
明）した。

➢ 本研究の方法はポスト量子暗号プロトコルの形式検証にも応用可能。
➢ 本成果は、令和4年12月に「Computers and Security」に掲載。

「ポスト量子暗号プロトコルの形式解析・検証」
緒方 和博（北陸先端科学技術大学院大学 教授）

➢ 両国の産学連携チームが持つ食材と咀嚼に関する専門的知見を組み合わせ、多面
的な視点からフレイル・介護予防プログラムを共同で開発。

➢ オーラルフレイル・フレイル予防複合プログラムの効果について，無作為化比較試験
で検証し、介入群で有意に口腔・全身機能の改善が認められた。

➢ 本結果は介護保険における「リハビリテーション・機能訓練、栄養管理及び口腔管理
の一体的な実施」の導入に寄与した。

「自立高齢者を増やすための食品開発と運動療法を組み合わせた革新的シ
ステムの開発」
日：【学】藤田医科大学 【産】（株）フードケア
スウェーデン：【学】スウェーデン研究所【産】フィンダス（株）

これまでの成果

（担当：科学技術・学術政策局参事官（国際戦略担当）付）

背景・課題

事業概要
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ザンビア

ベトナム北部中山間地域に適応した作物品種開発

令和6年度予算額 19億円
（前年度予算額 19億円）
※運営費交付金中の推計額

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム
（SATREPS）

〇国際協力によるSTI for SDGsを体現するプログラム。開発途上国のニーズに基づき地球規模課題の解決と将来的な社会実装に向けた国際共同研究を推進する。

〇開発途上国との科学技術外交の施策として、我が国の優れた科学技術と政府開発援助（ODA）との連携により日本がリードし推進するとともに、国際共同研究を通じ
た人材育成等により、開発途上国の自立的・持続的な課題対応能力の向上を図る。

⃝ （前略）インド、ケニア等の新興国及び途上国とのSDGsを軸とした科学技術協力を進め、中長期的な視野を含めて、科学技術の発展、人材育成、

地球規模課題解決等に貢献する。（令和3年3月、第6期科学技術・イノベーション基本計画）

⃝ 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）については、これまでの成果を踏まえ、 SDGsの達成や社会実装に向けて、
新興国・発展途上国との協力を戦略的に実施。（令和5年6月、統合イノベーション戦略2023）

我が国の優れた科学技術
と政府開発援助（ODA
）との連携により、開発途
上国のニーズに基づき、環
境・エネルギー分野、生物
資源分野、防災分野等に
おける地球規模課題の解
決と将来的な社会実装に
つながる国際共同研究を
推進する。

⚫SATREPS

鉛汚染メカニズムの解明を行い、環境修復技術
を政府に提案。現地住民の血中鉛濃度を測定
結果をザンビア関連省庁や世界銀行プロジェクト
（ZMERIP)と共有することで、プロジェクト期間
中に調査対象地域に住む子供約１万人への
検査および鉛中毒治療の提供に寄与した。

高い収量性、現地適応性、短期生育性、病害虫
抵抗性などを持つイネの有望系統を開発。プロジェク
ト終了後、厳しい審査を経て２系統が国家品種に
登録された。今後、規制や社会受容等の「壁」を乗
り越え、登録品種の生産がベトナム全土へ拡大し、
さらには周辺国への展開（社会実装）も期待され
る。

政府開発
援助

（ODA）

協
力
要
請

提
案
申
請

支
援

途上国側

研究機関
・研究者

日本側

研究機関
・研究者

国際共同

研究

文部科学省

JST

外務省

JICA連携

（担当：科学技術・学術政策局参事官（国際戦略担当）付）

背景・課題

事業概要

支援対象機関 大学、国公立研究機関等の公的研究機関、民間企業等

支援額
35百万円程度／年・課題

（別途JICAが60百万円／年を上限に支援）

事業期間 平成20年度～

支援期間 原則3～5年間

イメージ図

国 JST
大学・

研究機関等

運営費
交付金

委託

これまでの成果事業スキーム

ベトナム

ザンビアにおける鉛汚染のメカニズムの解明と健康・経済リスク
評価手法および予防・修復技術の開発
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医療分野国際科学技術共同研究開発推進事業
令和6年度予算 9.2億円

（前年度予算額 9.8億円）

担当：科学技術・学術政策局 参事官（国際戦略担当）付

アウトプット（活動目標） 短期アウトカム（成果目標）

研究成果の科学誌（インパクトファクター５以上）
への論文掲載件数

令和4年度 35 →  令和6年度 40

令和2年度 令和3年度 令和4年度

64 72 83

長期アウトカム（成果目標）

シーズの企業等への導出件数（PMDA承認申請件数、
相手国の政策への反映件数含む）

令和2年度 1、令和3年度～令和4年度 0 →令和6年度 1

※1：平成27年度に国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）から医療・創薬分野を移管。 ※2：平成27年度にJSTから感染症分野を移管。

経済財政運営と改革の基本方針2023(令和5年6月閣議決定)に基づき、価値観を共有するG7を始めとした同志国やASEAN等との科学研究の連携を強化するとともに、医療分野における先進・

新興国、開発途上国との国際共同研究等を戦略的に推進し、最高水準の医療の提供や地球規模課題の解決に貢献することで、国際協力によるイノベーション創出や科学技術外交の強化を図る。

現状・課題

戦略的な国際共同研究により相手国・地域との相互

発展を目指し、多様な研究内容・体制に対応するタイプを

設け、新興国や多国間との合意に基づく国際共同研究を

推進し、我が国の医療分野の研究開発振興に貢献。

戦略的国際共同研究プログラム

（SICORP）

支援タイプ

実施体制

⚫ コンソーシアム共同研究タイプ：15百万～30百万円／年・課題（1～3年間）
⚫ コアチーム共同研究タイプ： 10百万～15百万円／年・課題（1～3年間）
⚫国際協力加速タイプ： 5百万～10百万円／年・課題（1～3年間）

国
（文部科学省）

AMED

日本側
研究機関・研究者

相手国・地域

相手国側
研究機関・研究者

通知
（相手国・
研究分野）

実施方針
の伝達

相手国
資金配分機関

支援提案
申請

省庁間合意

相互協力

国際共同研究

⼆国間
多国間協力

提案
申請

支援

3.2億円
（2.9億円）

開始年度: 平成27年度※1

交付先: 大学・企業等
課題数:     新規9課題

支援規模・期間

日本とアフリカ諸国の大学等研究機関において、

アフリカ現地における医療発展に寄与するとともに現地

でのフィールドワークを通じ、NTDsの予防、診断、創

薬、治療法の開発等を行い、成果の社会実装を目指

す。

アフリカにおける顧みられない熱帯病（NTDs）

対策のための国際共同研究プログラム

文部科学省

AMED

日本側
研究機関

相手国・地域
政府 FA等

相手国側
研究機関

②公募
④評価・採択・
委託研究契約

①補助金交付

連携

⑥国際共同
研究の実施

③研究開発提案
⑦成果等の報告

⑤共同研究契約

③ILOの提案

開始年度: 平成27年度
交付先: 大学等
支援額:     40百万円程度／年×5年間

支援規模
期間

実施体制

0.4億円

（0.4億円）

研究課題の支援件数

日本の 優れた科学技術と政府開発援助

（ODA）との連携により、開発途上国の研究

者とともに感染症分野等の地球規模課題の解

決につながる国際共同研究を実施。

相手国の医療発展へ寄与し、日本の産業力

強化・医療水準の向上に貢献。

文部科学省
AMED

外務省
JICA

提案
申請

協力
要請

途上国側
研究機関・
研究者

日本側
研究機関・
研究者

連携

政府開発
援助

（ODA）

国際
共同研究

支援

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム
（SATREPS）

3.2億円
（3.2億円）

実施体制

開始年度: 平成27年度※2

交付先: 大学・企業等
課題数: 新規2課題
支援額:     最大32百万円／年×5年間

支援規模
期間

開始年度:  平成30年度
交付先:     大学等

優れた日本の若手研究者をリーダーとして国際・学際的チームを形成

し、メンターの指導の下、ワークショップや予備実験を通じて、独創的・革

新的な研究シーズを創出するための研究計画立案を目指す。

Interstellar Initiative

メンター

0.8億円
（2.1億円）

支援規模
期間

支援タイプ
⚫ Interstellar Initiative： 2百万円（1年間）
⚫ Interstellar Initiative Beyond：2.6百万円（1年間）

政府主導で設定する先端分野において、高い科学

技術水準を有する欧米等先進国内のトップ研究者と

の国際共同研究の実施を支援することで、国際科学

トップサークルへの参入を促進し、両国の優秀な若手

研究者の交流・コネクションの強化も図ることで国際

頭脳循環を推進、長期的連携ネットワーク構築に貢献。

先端国際共同研究推進プログラム

(ASPIRE)

開始年度: 令和4年度（第2次補正予算）

交付先: 大学・企業等

支援額:     ①最大 １億円／年・課題×5年間

②最大3千万円／年・課題×5年間

支援規模・期間

実施体制
（令和4年度第2次補正予算60.5億円）
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３つのミッションを掲げ、大学等への集中的な支援により研究システム改革等の取組を
促進し、高度に国際化された研究環境と世界トップレベルの研究水準を誇る国際研究拠
点の充実・強化を図る。

• 国際的な頭脳獲得競争が激化する中、優れた研究人材が世界中から集う”国際頭脳循環のハブ”となる研究拠点の更なる強化が必要不可欠。

• WPI開始（2007年度）から16年を経て、世界トップクラスの機関と並ぶ、卓越した研究力と優れた国際研究環境を有する世界から「目に見える拠点」を構築。大学

等に研究マネジメントや国際研究環境の構築手法等のグッドプラクティスが蓄積し、WPIは極めて高い実績とレピュテーションを有している。

• 世界の研究大学が大きな変革期を迎えるなか、日本の大学・研究機関全体を「公共財」と捉え、世界トップレベルの基礎科学を10~20年先を見据えた視座から推

進していくことが必要。

世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）

事業概要

背景・課題

• 世界トップレベルの研究水準を誇る国際研究拠点の形成を計画的・継続的に推進

• 各拠点に対する進捗管理をポストコロナ仕様にするための所要の増

世界を先導する卓越研究と国際的地位の確立

国際的な研究環境と組織改革 次代を先導する価値創造

３つのミッション

「WPIによる世界トップレベルの研究水準を誇る国際研究拠点形成の計画的・継続的な推進などにソフト・ハード一体となって取り組む。」

（統合イノベーション戦略2023（令和５年6月９日 閣議決定））

これまでの成果

※令和６年４月時点WPI拠点一覧

令和６年度予算のポイント

令和6年度予算額 72億円

（前年度予算額 71億円）

• 研究の卓越性は世界トップレベルの研究機関と比肩し、
Top10%論文数の割合も高水準（概ね20～25％）を維持

• 「アンダーワンルーフ」型の研究環境の強みを活かし、
分野横断的な領域の開拓に貢献

• 高度に国際化された研究環境を実現

（外国人研究者割合は約３割以上、ポスドクは全て国際公募）

• 拠点長を中心としたトップダウン型マネジメントなど、研究システム改革を実現

• 民間企業や財団等から大型の寄附金・支援金を獲得、基礎研究に専念できる
環境と社会との資金の好循環を実現

例：大阪大学IFReCと製薬企業2社の包括連携契約（10年で100億円＋α）
東京大学Kavli IPMUは米国カブリ財団からの22.5億円の寄附により基金を造成

（担当：研究振興局基礎・基盤研究課）

異分野融合を促す研究者交流の場

（新型コロナウイルス感染症拡大前の

Kavli IPMUの様子）

事業スキーム

• 対象領域 基礎研究分野において、日本発で主導する新しい学問領域を創出

• 支援規模 最大7億円/年×10年

• 拠点規模 総勢70～100人程度以上、世界トップレベルのPIが7～10人程度以上

• 外国人比率等 研究者の30%以上が外国からの研究者

• 事業評価 ノーベル賞受賞者や著名外国人研究者で構成されるプログラム委員会や
PD・POによる丁寧かつきめ細やかな進捗管理・成果分析を実施

• 支援対象経費 人件費、事業推進費、旅費、設備備品費等 ※研究プロジェクト費は除く

支援中の拠点 9拠点
アカデミー拠点 ９拠点

計18拠点

令和５年度は、段階的に拠点形成を推進するWPI COREや、複数の機関が強固な連携を組み

１つの提案を行うMultiple Host WPIの枠組みを導入
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高い研究実績を有するPIが
率いる海外トップレベル研究

チーム
（複数の研究チームとの共同研

究も可）

PD・院生のカウンターパートの研究チームへの
長期（2～3年）の海外派遣・交流／自立支援

質の高い国際共著論文の産
出

資金の分担を前提

国際共同研究の高い実績を有するPI
- ５年以内のTop10%国際共著論文実績
- スポークスパーソン経験 など

トップレベル研究チーム

世界を舞台に戦う優秀な
若手研究者の育成

※約20～40名の研究チームを想定
（PD・院生が約8割）

ハイレベルな国際共同研究の推進

PDはPIの下で自らテーマを設定し
メンターの支援を受け研究に従事

研究代表者の要件

科学研究費助成事業「国際先導研究」の拡充
による国際共同研究の抜本的強化

科研費「国際先導研究」により、高い研究実績と国際ネットワークを有するトップレベル研究者が率いる
優秀な研究チームによる、海外トップレベル研究チームとの国際共同研究を強力に支援する。さらに、若
手（ポストドクター・大学院生）の参画を要件とし、長期の海外派遣・交流や自立支援を行うことにより、
世界を舞台に戦う優秀な若手研究者の育成を推進する。

研究期間 ：７年（最大10年まで延長可）
研究費総額 ：最大５億円（直接経費・基金）

※人材育成のための経費について応募
総額の７割を標準とすることを要件化

研究種目概要

○ 第３回目の公募スケジュール

令和６年１月１１日 公募開始

令和６年３月１３日 公募締切

令和６年３～１１月頃 審査

令和６年１１月下旬 交付内定

・採択予定件数の変更（１５件程度→５件程度）
・特別研究員（ＤＣ）が研究分担者として参画することが可能

○ 主な変更点

令和5年度補正予算額 654億円の内数

令和4年度第2次補正予算額 110億円
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グローバルに活躍する若手研究者の育成等

⚫国際的な頭脳循環の進展を踏まえ、我が国において優秀な人材を育成・確保するため、若手研究者に対する海外研さん機会の提供や諸外国の優秀な研究者の
招へい等を実施する。諸外国の科学技術分野での若手人材の招へいと交流を推進する。

支援対象者 ポスドク等

支援経費 往復航空費、滞在費、研究活動費 等

事業開始時期 昭和57年度

支援期間 2年間

新規採用人数（見込み） 176人

⚫博士の学位を有する者の中から優れた若手研究者を「海外特別研究員」として採用

⚫海外の大学等研究機関において長期間（2年間）研究に専念できるよう支援

⚫家族渡航費の拡充

事業の目的・概要

海外特別研究員事業 令和６年度予算額 ：2,527百万円
（前年度予算額 ：2,611百万円）

事業スキーム

事業の成果
⚫海外特別研究員としての経験が、採用者における今後の

研究能力の向上に役立っている。

→採用前に比べて、採用期間終了後の被引用数TOP10％論
文の割合が増加

⚫海外から優秀な人材を我が国に呼び込むため、分野や国籍を問わず、外国人若手研究者を大学・研究
機関等に招へい

⚫我が国の研究者と外国人若手研究者との研究協力関係を通じ国際化の進展を図っていくことで我が国
における学術研究を推進

⚫新型コロナウイルス感染症の影響による採用期間の延期に係る費用

事業の目的・概要

外国人研究者招へい事業＜外国人特別研究員＞ 令和６年度予算額 ：3,433百万円
（前年度予算額 ：3,375百万円）

事業スキーム

事業の成果
⚫我が国の研究環境の国際化や頭脳循環の促

進に貢献している。

→採用前に比べて、採用期間終了後の被引用数
TOP10％論文の割合が増加

支援対象者 博士後期課程学生等

支援経費 往復航空費、滞在費 等

事業開始時期 平成29年度

渡航期間 3か月～1年

新規採用人数（見込

み）
140人

若手研究者海外挑戦プログラム 令和６年度予算額 ：265百万円
（前年度予算額 ：265百万円）

⚫将来国際的な活躍が期待できる博士後期課程学生等を育成するため、 短期間の海外の研究者と共

同して研究に従事する機会を提供

事業の目的・概要

事業スキーム

国

Ｊ
Ｓ
Ｐ
Ｓ

採
用
者

運営費

交付金

イメージ図

国際青少年サイエンス交流事業 令和６年度予算額 ：1,502百万円
（前年度予算額 ：1,454百万円）

⚫世界の優秀な人材の獲得、国際頭脳循環、及び世界の国・地域との友好関係強化や科学技術外交へ

の貢献を目的として、科学技術分野における世界からの青少年の招へいを通じて交流を促進する。

事業の目的・概要

事業スキーム

国
Ｊ
Ｓ
Ｔ

大
学
・

研
究
機
関
等

運営費

交付金

イメージ図支援対象者 高校生、大学・院生、ポスドク等

事業開始時期 平成26年度

受入期間 約1～3週間

受入人数 約5,100人

対象国・地域 全世界

海外特別研究員経験者

名古屋大学 トランスフォーマティブ
生命分子研究所、海外主任研究者
テキサス大学オースティン校教授

鳥居 啓子（平成7年度採用）

• 遺伝学的・分子生物学的解析によって明らか

にした気孔形成システムは、植物分化の最も

シンプルか つ美しいシ ステム として世界の注目

を集めている。平成27年度猿橋賞を受賞。

東京大学大学院理学系研究科 教授
東京工業大学
地球生命研究所（ELSI）前所長

廣瀬 敬 （平成9年度採用）

• 地球内部の深さ2600km付近からマントルの

底 （ 深 さ 2900km ） ま で を 構 成 す る

誰も見たことのない未知の鉱物「ポストペロフ

スカイト」の発 見を 2004年 5月 科学誌「

Science」で発表。

国立情報学研究所 副所長
情報学プリンシプル研究系教授

河原林 健一（平成18年度採用）

• Kawarabayashi -Toftの ６色定理は、計

算機による場合分けが 不要な証明を持つ

最初の美しい定理と言われており、 この理論

を応用することによって、多数の画期的な高

速アルゴリズムが開発された。

と り い けいこ ひろせ けい かわらばやし けんいち

支援対象者 ポスドク等

支援経費 往復航空費、滞在費 等

事業開始時期 昭和63年度

支援期間 2年以内

新規採用人数（見込み） 514人

外国人特別研究員経験者

• 採用期間中、受入研究者とともに太陽系「 第9惑星」の 可

能性を発表。外特終了後は、 近畿大学助教、講師を経て

、現在、准教授。2017年国際天文学連合より功績を称

えられ小惑星「(10018） Lykawka」が正式に命名され

た。

Dr. Patryk Sofia LYKAWKA
（平成19年度 神戸大学受入、ブラジル）

• 外特終了後、明治大学助教を経て2017年より金沢大

学准教授に就任。 哲学と工学の 融合領域を開拓し、日

本の AIやロボ ット研究に独創的な貢 献をし てい る。

2017年に日本フィヒテ協会研究奨励賞を受賞。

Dr. Patrick Grüneberg
（平成26年度 筑波大学受入、ドイツ）

※このほか、中堅から教授級の優秀な外国人研究者等の招へい などを実施。

採用期間

国 JSPS
海外特別

研究員

運営費
交付金

イメージ図

海外特別研究員

日本

米国

中国

ドイツ

海外特別研究員採用者の被引用数TOP10％論文の割合

• H26年度新規
採用者204人を
調査。

• Elsevier社
Scopusを基に、
同社の研究分析
ツールSciValを
用い集計。
集計日：2020
年8月

国 JSPS
外国人

特別研究員

運営費
交付金

イメージ図

被引用数Top10％論文割合の増加

（担当：科学技術・学術政策局参事官（国際戦略担当）付）

令和６年度予算額 77億円
（前年度予算額 77億円）
※運営費交付金中の推計額

• H19年度外国人特別研究員（一般）新規採用者481人及び受入研究者520人を調査。
• Elsevier社Scopusを基に、同社の研究分析ツールSciValを用い集計。 集計日：R4年8月~12月
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